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Ⅰ 企業の市民公益活動に関するアンケート実施概要 

 

１ 調査実施の目的 

   市では北本市自治基本条例に掲げる市民主役のまちづくりを目指し、市民公益活動を支

援しています。市民公益活動の活性化のためには、地域に根差した地元企業と市民公益活

動団体との連携が大変重要です。 

今回、北本市市民公益活動推進計画の見直しにあたり、企業の市民公益活動に関する

意識や実態等を把握するためアンケート調査を実施したものです。 

 

２ 調査概要 

  ⑴ アンケートの送付先 

    市内に事務所を有する２９事業所 

 

  ⑵ 提出方法 

    郵送による配付。回収は郵送又は市ホームページを通じた回答フォーム 

   

  ⑶ 調査期間 

    令和４年７月２０日～８月１０日 

 

  ⑷回収結果 

    アンケートを送付した２９事業所中、回答のあった事業所は１３事業所、有効回答率

は４４．８％でした。 

 

 ３ 報告書の表記について 

  ⑴調査結果の比率はすべて％で表しており、その質問の回答者数を基数として、少数第２

位を四捨五入して算出しています。なお、合計が１００％にならない場合があります。 

  ⑵複数回答形式の場合、合計が１００％を超えます。 

  ⑶グラフ中の「ｎ」とは、その質問への回答者数を表します。割合は無回答を除いた回答

人数（有効回答数）を分母として算出しているため、有効回答数（ｎ）は異なることが

あります。 

  ⑷質問の選択肢は意味を損なわない程度に省略した表現を用いていることがあります。 
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Ⅱ アンケート集計結果 

 

 １ 事業所の概要について 

 

 【Ａ】従業員数（問１０）（ｎ＝１３） 

  ⑴ １９人以下      ２（１５．４％） 

  ⑵ ２０～３９人     ６（４６．２％） 

  ⑶ ４０～５９人     １（ ７．７％） 

  ⑷ ６０～７９人     １（ ７．７％） 

  ⑸ ８０～９９人     １（ ７．７％） 

  ⑹ １００人以上     ２（１５．４％） 

 

 【Ｂ】事業所の業種（問１１）（ｎ＝１３） 

  ⑴ 商業                    １（ ７．７％） 

  ⑵ 工業                    ２（１５．４％） 

  ⑶ 建設・建設関係業              ５（３８．５％） 

  ⑷ サービス業（含む広告・情報・修理）     １（ ７．７％） 

  ⑸ 金融・保険業                ０（   ０％） 

  ⑹ 料理・飲食業                ０（   ０％） 

  ⑺ 自由業（含む不動産・塾・医療）       ０（   ０％） 

  ⑻ その他                   ４（３０．８％） 

 

 業種については、「建設・建設関係業」である事業所が最も多く、続いて「工業」という結

果でした。「その他」の内容については「食品加工業」や「食品製造業」という内容でした。 

 

 

 ２ 現在の市民公益活動団体との連携（支援）について 

 

 【問１】市民公益活動団体との連携（ｎ＝１３） 

  ⑴ ある          ４（３０．８％） 

  ⑵ 以前はあった      １（ ７．７％） 

  ⑶ ない          ８（６１．５％） 

 

ＮＰＯ法人やボランティア団体との連携については、「ある」と回答した事業所が４事業所

で２６．７％でした。「ない」と回答した事業所は８事業所で５３．３％でした。 
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 【問２】連携の内容（複数回答可）（ｎ＝４） 

  ⑴ 場所の提供（販売スペース、事務所の提供など）  ３（７５．０％） 

  ⑵ 資金面での援助                 ２（５０．０％） 

  ⑶ 活動への人的派遣                １（２５．０％） 

  ⑷ その他                     ０（   ０％） 

 

 「問１ 市民公益活動団体との連携」で「ある」と回答した４事業所の内、連携の内容につ

いては、「場所の提供」が多くありました。 

 

 

 【問３】連携した理由（複数回答可）（ｎ＝４） 

  ⑴ 企業の社会的責任を果たすため        ３（７５．０％） 

  ⑵ 企業のイメージアップのため         ２（５０．０％） 

  ⑶ 地元地域の発展のため            ３（７５．０％） 

  ⑷ 社員の能力向上のため            １（２５．０％） 

  ⑸ 市民公益活動団体の活動に賛同したため    ０（   ０％） 

  ⑹ その他                   ０（   ０％） 

 

「問１ 市民公益活動団体との連携」で「ある」と回答した事業所の内、連携した理由につ

いては、「企業の社会的責任を果たすため」と「地元地域の発展のため」という回答が最も多

くなっています。 

 

 

 【問４】連携をやめた理由（複数回答可）（ｎ＝１） 

  ⑴ 連携する期限が満了した            １（１００．０％） 

  ⑵ 企業単独で行うことになった          ０（    ０％） 

  ⑶ 時間的余裕がなくなった            ０（    ０％） 

  ⑷ 財政的余裕がなくなった            ０（    ０％） 

  ⑸ 人的余裕がなくなった             ０（    ０％） 

  ⑹ 企業として取り組むメリットがなくなった    ０（    ０％） 

  ⑺ 社内から活動に対する疑問の声があがった    ０（    ０％） 

  ⑻ 市民公益活動団体側から事業を打ち切られた   ０（    ０％） 

  ⑼ その他                    ０（    ０％） 

 

 「問１ 市民公益活動団体との連携」で「以前はあった」と回答した１事業所の内、連携を

やめた理由については、「連携する期限が満了した」という回答でした。 
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 【問５】連携を行わない理由（複数回答可）（ｎ＝８） 

  ⑴ 市民公益活動団体と連携したいが、機会がない   ０（   ０％） 

  ⑵ 市民公益活動団体と連携するメリットがない    ０（   ０％） 

  ⑶ 時間的余裕がない                ４（５０．０％） 

  ⑷ 財政的余裕がない                ３（３７．５％） 

  ⑸ 人的余裕がない                 ５（６２．５％） 

  ⑹ その他                     １（１２．５％） 

 

 「問１ 市民公益活動団体との連携」で「ない」と回答した事業所の内、連携を行わない理

由については、「人的余裕がない」という回答が最も多く、続いて「時間的余裕がない」とい

う結果でした。 

 

 

 ３ 今後の市民公益活動団体との連携について 

 

 【問６】今後の市民公益活動団体との連携（ｎ＝１３） 

  ⑴ 今後も継続していきたい（拡大したい）    ５（３８．５％） 

  ⑵ 新規で連携を始めたい            ０（   ０％） 

  ⑶ 今後は連携を縮小していきたい        ０（   ０％） 

  ⑷ 連携をやめたい               ０（   ０％） 

  ⑸ 今後も連携は行わない            ８（６１．５％） 

 

 今後の市民公益活動団体との連携については、現在市民公益活動団体との連携を行っている

事業所は全て「今後も継続していきたい」と回答しました。 

 

 

 【問７】市民公益活動団体と協議（交流）できる場への参加（ｎ＝５） 

  ⑴ 参加する      １（２０．０％） 

  ⑵ 参加しない     ４（８０．０％） 

 

 「問６ 今後の市民公益活動団体との連携」で「今後も継続していきたい」と回答した５事

業所の内、市民公益活動団体との協議（交流）に参加すると回答したのは１事業所のみでした。

コロナ禍の中、交流を拡大することには慎重になっているようです。 
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 【問８】興味がある活動分野（複数回答可）（ｎ＝５） 

  ⑴ 保健・医療・福祉           ２（４０．０％） 

  ⑵ 社会教育               ０（   ０％） 

  ⑶ 観光                 ２（４０．０％） 

  ⑷ 学術・文化・芸術・スポーツ      １（２０．０％） 

  ⑸ 環境保全               １（２０．０％） 

  ⑹ 国際協力               ０（   ０％） 

  ⑺ 子どもの健全育成           ３（６０．０％） 

  ⑻ その他                ０（   ０％） 

 

「問６ 市民公益活動団体との連携」で「今後も継続していきたい」と回答した事業所のう

ち、興味がある活動分野については、「子どもの健全育成」という回答が最も多くなりました。 

 

 

 【問９】どのような支援が可能か（複数回答可）（ｎ＝５） 

  ⑴ 場所の提供（販売スペース、事務所の提供など）  ２（４０．０％） 

  ⑵ 資金面での援助                 ２（４０．０％） 

  ⑶ 活動への人的派遣                ３（６０．０％） 

  ⑷ その他                     １（２０．０％） 

 

「問６ 市民公益活動団体との連携」で「今後も継続していきたい」と回答した事業所が支

援可能な内容については「活動への人的派遣」が最も多く、続いて「場所の提供」と「資金面

での援助」が同じ結果となりました。 

 

 

 

 



 

 

 

Ⅲ 調査票 

 

企業の市民公益活動に関するアンケート調査のお願い 

 

１ 調査の目的 

  北本市では、北本市自治基本条例に掲げる市民主役のまちづくりを目指し、

市民公益活動1（例：ボランティア活動）を支援しています。市民公益活動の

活性化のためには、地域に根差した地元企業の皆さまと市民公益活動団体 2

（例：ＮＰＯ法人）との連携が大変重要であると考えています。 

このたび、「北本市市民公益活動推進計画」の見直しに当たり、企業の市

民公益活動に関する意識や実態等を把握するためアンケート調査を実施しま

すので、本調査の目的をご理解いただき、ご協力をお願い申し上げます。 

 

 

２ ご提出方法 

  同封の返信用封筒に入れて、ポストへ投函するか、パソコン、スマートフ

ォンから回答してください。 

 

  

 
  ※市ホームページまたは、QRコードから回答フォームに進んでください。 

 

 

３ 提出期限 

  令和４年８月１０日（水） 

 

 

４ お問合せ・ご返送先 

  北本市役所くらし安全課市民協働担当   

  〒３６４－８６３３ 北本市本町１丁目１１１番地 

  ＴＥＬ：０４８－５９４－５５２１（直） 

  担当：金子 小山 石橋 

 

※回答いただいた内容は、本調査の目的以外には使用いたしません。 

 

                             
1 不特定かつ多数のものの利益その他社会全般の利益の増進に寄与することを目的とし、自主的か

つ自発的に行う活動。例えばボランティア活動など。 
2 市民公益活動を行う団体で、自治会、ＮＰＯ法人、ボランティア団体など。 

北本市市民公益活動アンケート  検索 



 

 

 

１ 現在の市民公益活動団体との連携（支援）について 

 

企業の市民公益活動に関するアンケート調査票 

 

 

 

 

問１ 貴社（貴事業所）では市民公益活動団体との連携がありますか。 

 

① ある →問２、問３をご回答ください 

② 以前はあった →問４をご回答ください 

③ ない →問５をご回答ください 

 

 

問２ 問１で「①ある」と回答した方に伺います。具体的にどのような連携を

行っていますか。（複数選択可） 

 

① 場所の提供（販売スペース、事務所の提供など） 

② 資金面での援助 

③ 活動への人的派遣 

④ その他 

 

 

 

問３ 問１で「①ある」と回答した方に伺います。市民公益活動団体との連携

を行った理由は何ですか。（複数回答可） 

 

① 企業の社会的責任を果たすため 

② 企業のイメージアップのため 

③ 地元地域の発展のため 

④ 社員の能力向上のため 

⑤ 市民公益活動団体の活動に賛同したため 

⑥ その他 

 

 

 

 

問６をご回答ください 

 



 

 

 

問４ 問１で「②以前はあった」と回答した方に伺います。連携をやめた理由

をお答えください。（複数回答可） 

 

   ① 連携する期限が満了した 

   ② 企業単独で行うことになった 

③ 時間的余裕がなくなった 

④ 財政的余裕がなくなった 

⑤ 人的余裕がなくなった 

⑥ 企業として取り組むメリットがなくなった 

   ⑦ 社内から活動に対する疑問の声があがった 

   ⑧ 市民公益活動団体側から事業を打ち切られた 

   ⑨ その他 

 

 

 

 

問６をご回答ください 

 

 

問５ 問１で「③ない」と回答した方に伺います。その理由についてお答えく

ださい。（複数回答可） 

 

① 市民公益活動団体と連携したいが、機会がない 

② 市民公益活動団体と連携するメリットがない 

③ 時間的余裕がない 

④ 財政的余裕がない 

⑤ 人的余裕がない 

⑥ その他 

 

 

 

 

問６をご回答ください 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２ 今後の市民公益活動団体との連携について  

 

問６ 今後、市民公益活動団体との連携をどのようにしていきたいですか。 

    

   ① 今後も継続していきたい（拡大したい）  

 ② 新規で連携を始めたい  

     ③  今後は連携を縮小していきたい 

   ④ 連携をやめたい  

   ⑤ 今後も連携は行わない 

 

 

問７ 問６で「今後も継続していきたい（拡大したい）」、「新規で連携を始

めたい」と回答した方に伺います。市民公益活動団体と協議（交流）でき

る場があるとしたら参加しますか。 

 

① 参加する 

② 参加しない 

 

 

問８ 問６で「今後も継続していきたい（拡大したい）」、「新規で連携を始

めたい」と回答した方に伺います。貴社（貴事業所）ではどのような分野

の活動に興味がありますか。（複数回答可） 

 

   ① 保健・医療・福祉 

   ② 社会教育 

   ③ 観光 

   ④ 学術・文化・芸術・スポーツ 

   ⑤ 環境保全 

   ⑥ 国際協力 

   ⑦ 子どもの健全育成 

   ⑧ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７、問８、問９を

ご回答ください → 

→ 問１０へ進んでください 



 

 

 

３ 貴社（貴事業所）の概要について 

問９ 問６で「今後も継続していきたい（拡大したい）」、「新規で連携を始

めたい」と回答した方に伺います。貴社（貴事業所）ではどのような連

携・支援が可能ですか。（複数回答可） 

 

① 場所の提供（販売スペース、事務所の提供など） 

② 資金面での援助 

③ 活動への人的派遣 

④ その他 

 

 

 

 

 

 

問１０ 貴社（貴事業所）の従業員数は何人ですか。 

 

① １９人以下     ② ２０～３９人 

③ ４０～５９人    ④ ６０～７９人 

⑤ ８０～９９人    ⑥ １００人以上 

 

 

問１１ 貴社（貴事業所）の業種について、当てはまるもの１つに○をつけて

ください。 

 

① 商業    ② 工業    ③ 建設・建設関係業  

④ サービス業（含む広告・情報・修理）  

⑤ 金融・保険業    ⑥ 料理・飲食業 

⑦ 自由業（含む不動産・塾・医療） 

⑧ その他（          ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

※ 問７で市民公益活動団体との交流を希望すると回答された方、又は当アン

ケートの集計結果の送付を希望される方は、以下にご連絡先をご記入くださ

い。 

貴社（貴事業所）名  

所在地  

担当部署  

担当者名  

ＴＥＬ／ＦＡＸ ／ 

Ｅメール  

 

質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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